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第１９回 不動産流通業に関する消費者動向調査結果・要旨 
■ 購入資金の調達において既存購入者ではフラット３５または３５Ｓ利用者が微増 

「親からの贈与」の平均利用額は、新築購入者で 863 万円、既存購入者で 746 万円 
 
 自己資金のうち「親からの贈与」についてみると、新築住宅購入者が 863.0 万円（前年度 928.6 万円）、

既存住宅購入者が 745.7 万円（前年度 752.6 万円）となっている。利用率は、新築住宅購入者で 22.3％
（対前年度比 2.6 ポイント減）、既存住宅購入者で 14.9％（対前年度比 0.2 ポイント減）となった。 

 借入資金等についてみると、昨年に引き続き も利用者の多い「銀行等の民間ローン」の利用率は 6
割強となっている。「フラット３５」または「フラット３５Ｓ」の利用率は、新築住宅購入者で 12.2％、

既存住宅購入者では前年度から 1.5 ポイント増加して 8.2％となった。 
 

■ 利用した民間ローンの金利タイプは、「変動金利型」が 59.1％ 

固定金利期間選択型が前年度から 10.3 ポイント増加して 27.4％ 
 
 利用した民間ローンの金利タイプについては、「変動金利型」の占める割合が 59.1％（対前年度比 14.8

ポイント減）となっている一方、「固定金利期間選択型」は前年度から 10.3 ポイント増加して 27.4％
となった。固定金利についてみると、「固定金利期間選択型 10 年」の割合が引き続き も大きいが、

今年度は固定金利期間選択型の 2～3 年が前年度から 15.7 ポイント増加して 27.2％となった。また、

「全期間固定金利型」では「20 年超」が 13.6％となった（対前年度比 3.1 ポイント減）。 
 フラット３５が適用可能な住宅を購入した世帯の中で、実際に融資を利用した世帯の割合は、新築住

宅購入者で 23.2％（対前年度比 5.0 ポイント減）、既存住宅購入者で 34.5％（対前年度比 5.0 ポイン

ト増）となっている。そのうち、「フラット３５Ｓを利用した」世帯の割合は、新築住宅購入者では

減少したものの、既存住宅購入者では 5.5 ポイント増加して 22.2％となっている。 
 

■ 住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度の利用者は住宅購入者の 10.8％ 
 
 住宅購入者に占める「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用者の割合は 10.8％となっ

ている。また、世帯主の年齢別にみると、「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用率は

「30 才～39 才」が も高く 17.5％、次に「29 才以下」が 13.6％となっており、比較的若い世代ほ

ど生前贈与により住宅取得が容易となっている様子がうかがえる。 
 「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」が住宅購入に与えた具体的な影響については、「借入

金額を少なくできた」（71.9％）が第 1 位、次いで「住宅を購入することができた」（34.4%）となっ

ている。また、「当初の予定よりも立地のよい住宅を購入できた」が前年度から 10.7 ポイント増加し

て 14.6％となった。 
 

■ 消費税率の引き上げが今回の住宅購入に与えた影響として、 

「住宅の購入時期を早めた」が新築購入者全体の 57.3％、20 代で最も高く 73.7％ 
 
 平成 26 年 4 月から実施された消費税率の引き上げが、今回の住宅購入に与えた影響についてみると、

「住宅の購入時期を早めた」が新築住宅購入者の 57.3％（対前年度比 11.1 ポイント増）を占めてい

る。特に「29 才以下」では 73.7％と も多くなっており、若い世代ほど多くの世帯が影響を受けて

いる。 
 消費税率の引き上げについては「そもそも住宅に消費税がかかるのはおかしい」もしくは「住宅購入

は特別で、現行のまま据え置くべきである」が購入者全体の 43.2％を占めている。そのように考え

る理由について、世帯主の年齢別にみると、世帯主の年齢が若い世代ほど「住宅ローンの負担が更に

大きくなるから」が多くなっており、切実な様子が見られ、消費税の増税が若い世代の住宅購入に影

響を与える可能性が示唆される。 
  
■ 売却損発生世帯は 85.2％、1,000 万円以上の高額売却損発生世帯は 41.8％ 

■ 売却損発生世帯の平均損失額は前年度から微増し 1262.6 万円 
 
 自己所有住宅から住み替えた世帯の 68.5％が従前住宅を売却している。このうち売却損が発生して

いる世帯は 85.2％（対前年度比 1.8 ポイント増）、さらに 1 千万円以上の損が発生している世帯は



 

41.8％（対前年度比 1.1 ポイント増）となっており、2011 年度から年々増加傾向にある。なお、「3
千万円以上損」の高額な売却損が発生した世帯は 8.5％（対前年度比 1.6 ポイント増）となっている。 

 売却損発生世帯は従前住宅を平均 3858.3 万円（前年度 3836.5 万円）で購入し、平均 2595.7 万円（前

年度 2585.7 万円）で売却しており、その差額は前年度から微増し 1262.6 万円（前年度 1250.7 万円）

であった。取得年別に売却損の発生状況をみると、「1988～1992 年」では「2 千万以上損」が 72.8％、

そのうち「3 千万以上損」が 45.5％を占めている。 
 

■ インターネットの端末として、スマートフォンやタブレットの利用率が増加 
 
 インターネットの利用率は 78.8％（対前年度 0.2 ポイント減）となっている。年齢別にみると、20

代から 50 代前半までは利用率が 80％以上、「60 才以上」でも利用者が 51.4％を占めており、インタ

ーネットによる情報収集が幅広い年代で一般的なものとなっていることがうかがえる。 
 利用したインターネット端末をみると、前年度に引き続き「パソコン」の利用率が 92.8％と も高

い。前年度と比べるとスマートフォンやタブレットの利用率が高まってきており、スマートフォンが

42.8％（対前年度比 15.1 ポイント増）、タブレットが 17.8％（対前年度比 8.0 ポイント増）となって

いる。世代別にみると、若い世代ほどスマートフォンの利用率が高くなっている。 
 

■ 「既存住宅のみ」、「主に既存住宅」を探した既存住宅購入者の割合が年々増加 
 
 住宅購入にあたって探した住宅についてみると、「既存住宅のみ」もしくは「主に既存住宅」を探し

た既存住宅購入者の割合は年々増加し、今年度は 46.6％を占めている。また、新築住宅購入者のう

ち既存住宅も探した購入者注１）の割合は 49.9％（対前年度比 2.0 ポイント減）となっている。 
 既存住宅購入者の購入理由は、「希望エリアの物件だったから」（60.9％）、「手頃な価格だったから」

（52.1％）、「良質な物件だったから」（42.4%）が上位 3 位を占めている。 
（注 1）「主に新築住宅」、「新築・既存にはこだわらなかった」、「主に既存住宅」の何れかを回答した新築住宅購入者を指す。 

 

■ 既存住宅購入者における不動産会社等による住宅保証の利用率は 40.3％ 

■ 既存住宅の購入にあたっての建物検査注２）の実施率は 46.2％ 
 
 既存住宅購入者における不動産会社等による住宅保証の利用状況をみると、住宅保証の利用率は

40.3％となっており、うち建物保証の利用が 31.5％を占めている。建て方別にみると、既存戸建てで

は建物保証を利用した購入者が 41.8％を占めており、既存マンションでは「建物保証のみ利用」と

「住宅設備保証のみ利用」の割合が同程度となっている。また、不動産会社等による住宅保証が今

回の住宅購入に多少なりとも影響したとの回答は、住宅保証利用者の 75.7％を占めている。 
 既存住宅購入者における「既存住宅売買かし保険（国が指定する住宅瑕疵担保責任保険法人が提供する保険）」

の利用率は 8.0％であったが、利用者について「既存住宅売買かし保険」が今回の住宅購入に与えた

影響度をみると、多少なりとも影響したとの回答は 70.0％を占めている。 
 不動産会社等による住宅保証もしくは「既存住宅売買かし保険」を利用する際に実施された検査以外

におこなわれた民間の建物検査（ホーム・インスペクション）注３）の実施率は、「既に売主がおこな

っていた」が 7.9％、「売主に依頼しておこなってもらった」が 3.8％、合計 11.7％となっている。 
 既存住宅の購入にあたって何らかの建物検査注２）を行った購入者は、既存住宅購入者の 46.2％を占め

ており、特に既存戸建て購入者では 53.5 ％となっている。 
（注 2）不動産会社等による建物保証及び「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査、ならびにそれ以外におこなった民間の建

物検査（ホーム・インスペクション）。 

（注 3）不動産会社が提供する無償のインスペクションサービス（主に買主側の購入申込前に実施）がおこなわれた場合を含む。 
 

■ リフォーム実施率は 59.8％、購入時にリフォーム済みの既存住宅は 14.5％ 

■ 既存戸建てでは築年数が古くなるほどリフォーム費用が高額化 
 
 住宅購入前後のリフォーム実施率注４）は、59.8％となっている。「リフォーム済み住宅注３）」は 14.5％

（売主が不動産会社の場合：7.9％、個人売主の場合：6.6％）、「自らリフォームした」は 47.3％とな

っており、既存住宅購入者の半数近くが購入後に買主自らリフォームを実施している。 
 リフォーム費用についてみると、戸建ての場合、築年数が古くなるにつれ 300 万円以上の比較的高

額なリフォームの割合が高くなり、築 20 年超では 54.6％を占める。また、既存マンションの場合も

築 20 年を超えると 300 万円以上のリフォーム工事が 44.4％を占める。 
（注 4）リフォーム実施率とは、「リフォーム済み住宅」を購入もしくは「自らリフォームした」購入者の割合であり、重複回答を除く。 

なお、「リフォーム済み住宅」とは、売主が販売（売り出し）にあたって、リフォームを施したものを指す。 
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（１）調査の目的 

 

本調査は、居住用不動産取得者の取得行動、種々のサービス等の利用実態・評価を時系列

把握することで、不動産流通に対する消費者の行動を捉えることを目的に、1991 年から隔年

で、2001 年からは毎年実施している。 

 

 

（２）調査対象 
 

首都圏１都３県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で平成 25 年 4 月 1 日から平成 26

年 3 月 31 日の間に、購入した住宅の引渡しを受けた世帯を対象としている。 

これらの調査対象者の抽出にあたっては、会員会社の協力を得て、住宅タイプ（新築戸建

て、新築マンション、既存戸建て、既存マンション）のバランスに配慮し、対象を抽出した。 

 

 

（３）調査方法 
 

郵送配布・郵送回収 

 

 

（４）調査期間 
 

発送時期 ： 平成 26 年 6 月 9 日 

回収締切 ： 平成 26 年 6 月 27 日 

 

 

（５）配布・回収状況 
 

①送総数 ： 2280 票 

②回答数 ： 1124 票 

③回答率 ： 49.3％ 

 

 

購入物件の建て方別発送・回答数 

  合計 新築住宅     既存住宅     

    購入者計
※N 

戸建て マンション 購入者計
※S 

戸建て マンション

発送数 2280 724 275 449 1556 553 1003
(100.0%) (100.0%) (38.0%) (62.0%) (100.0%) (35.5%) (64.5%)

回答数 1124 377 147 228 747 256 474
(100.0%) (100.0%) (39.0%) (60.5%) (100.0%) (34.3%) (63.5%)

※N 回答数には、住宅の建て方不明 2 件を含む。 

※S 回答数には、住宅の建て方不明 17 件を含む。 

 

 

調査概要 
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（６）回答者の基本属性 

 

世帯主の年齢 

5.0

3.3

21.5

16.1

22.5

18.2

18.0

16.9

9.0

10.4

6.4

8.7

5.0

7.6

12.5

17.7

0.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新築住宅購入者

（N=377)

既存住宅購入者

（N=747)

29才

以下

30～

34才

35～

39才

40～

44才

45～

49才

50～

54才

55～

59才

60才

以上

無回答

 

 

 

世帯構成 

合計 新築住宅購入者 既存住宅購入者

単身 101 20 81

夫婦だけ（子供なし） 280 114 166

夫婦と子供（第一子が小学校入学前）がいる 297 114 183

夫婦と子供（第一子が小学生以上）がいる 333 107 226

夫婦と親が同居（二世代同居） 14 4 10

夫婦と子供と親が同居（三世代同居） 14 1 13

その他 65 15 50

無回答 20 2 18

全体 1124 377 747

5.3

10.8

30.2

22.2

30.2

24.5

28.4

30.3

1.1

1.3

0.3

1.7

4.0

6.7

0.5

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築住宅購入者

（N=377)

既存住宅購入者

(N=747)

単身 夫婦のみ 夫婦と子供

（第一子が小学校入学前）

夫婦と子供

（第一子が小学生以上）

夫婦と親が同居 夫婦と子供と親が同居 その他 無回答

 

 

新築住宅購入者・既存住宅購入者別回答数の推移 
 今年度 

（2014 年度） 

昨年度 

（2013 年度） 

一昨年度 

（2012 年度） 

新築住宅購入者 377（33.5％） 329（31.7％） 352（36.9％） 

既存住宅購入者 747（66.5％） 709（68.3％） 603（63.1％） 

合  計 1124（100.0％） 1038（100.0％） 955（100.0％） 

 

合計 

新築住宅

購入者 

既存住宅

購入者 

29 才以下 44 19 25

30～34 才 201 81 120

35～39 才 221 85 136

40～44 才 194 68 126

45～49 才 112 34 78

50～54 才 89 24 65

55～59 才 76 19 57

60 才以上 179 47 132

無回答 8 - 8

全 体 1124 377 747
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＜利用者数と利用率＞

利用者数 利用率

2014年度 321 85.1%

2013年度 241 73.3%

2014年度 40 10.6%

2013年度 25 7.6%

2014年度 84 22.3%

2013年度 82 24.9%

2014年度 2 0.5%

2013年度 5 1.5%

2014年度 2 0.5%

2013年度 3 0.9%

2014年度 27 7.2%

2013年度 28 8.5%

2014年度 19 5.0%

2013年度 23 7.0%

2014年度 2 0.5%

2013年度 1 0.3%

2014年度 251 66.6%

2013年度 222 67.5%

2014年度 4 1.1%

2013年度 3 0.9%

2014年度 10 2.7%

2013年度 5 4.3%

銀行等の民間ローン

フラット３５

財形住宅融資

企業の社内融資

フラット３５Ｓ

親以外の親族からの贈与

現金、預貯金等

前住居の売却金

親からの贈与

親、兄弟姉妹などの親族、

知人からの借入

　　うち祖父母からの贈与

1503.6 

2222.6 

863.0 

400.0 

400.0 

2870.4 

2643.4 

1225.0 

3221.4 

3000.0 

1148.0 

1390.7 

2719.7 

928.6 

572.9 

712.0 

2994.7 

3375.0 

1520.0 

3490.5 

3453.3 

1189.3 

0 1000 2000 3000 4000

現金、預貯金等

前住居の売却金

親からの贈与

親以外の親族からの贈与

うち祖父母からの贈与

フラット３５

フラット３５Ｓ

財形住宅融資

銀行等の民間ローン

企業の社内融資

親、兄弟姉妹などの親族、知人から

の借入

2014年度

2013年度

（万円）

1374.0 

2386.7 

745.7 

627.3 

566.7 

2934.1 

2725.7 

2000.0 

2768.9 

1392.9 

1309.2 

1367.3 

2372.0 

752.6 

580.8 

505.6 

2501.2 

3217.3 

1631.3 

2668.6 

2120.0 

1152.8 

0 1000 2000 3000 4000

現金、預貯金等

前住居の売却金

親からの贈与

親以外の親族からの贈与

うち祖父母からの贈与

フラット３５

フラット３５Ｓ

財形住宅融資

銀行等の民間ローン

企業の社内融資

親、兄弟姉妹などの親族、知人から

の借入

2014年度

2013年度

（万円）
＜利用者数と利用率＞

利用者数 利用率

2014年度 543 72.7%

2013年度 441 62.6%

2014年度 87 11.6%

2013年度 76 10.8%

2014年度 111 14.9%

2013年度 106 15.1%

2014年度 11 1.5%

2013年度 9 1.3%

2014年度 6 0.8%

2013年度 4 0.6%

2014年度 40 5.4%

2013年度 26 3.7%

2014年度 21 2.8%

2013年度 21 3.0%

2014年度 1 0.1%

2013年度 8 1.1%

2014年度 458 61.3%

2013年度 452 66.2%

2014年度 7 0.9%

2013年度 5 0.7%

2014年度 24 3.2%

2013年度 24 2.6%

フラット３５

現金、預貯金等

前住居の売却金

親からの贈与

親以外の親族からの贈与

　　うち祖父母からの贈与

フラット３５Ｓ

財形住宅融資

銀行等の民間ローン

企業の社内融資

親、兄弟姉妹などの親族、

知人からの借入

  
■ 購入資金の調達において、既存購入者ではフラット３５または３５Ｓの利用者が微増 

「親からの贈与」の平均利用額は、新築購入者で 863 万円、既存購入者で 746 万円
  

 自己資金のうち「親からの贈与」についてみると、新築住宅購入者が 863.0 万円（前年度 928.6
万円）、既存住宅購入者が 745.7 万円（前年度 752.6 万円）となっている。利用率は、新築住宅

購入者で 22.3％（対前年度比 2.6 ポイント減）、既存住宅購入者で 14.9％（対前年度比 0.2 ポイ

ント減）となった。（図 1,図 2） 
 借入資金等についてみると、昨年に引き続き も利用者の多い「銀行等の民間ローン」の利用

率は 6 割強となっている。「フラット３５」または「フラット３５Ｓ」の利用率は、新築住宅購

入者で前年度から 3.3 ポイント減少して 12.2％、既存住宅購入者では前年度から 1.5 ポイント

増加して 8.2％となった。（図 1,図 2） 
   

図1 各資金の利用者平均額の変化／新築住宅購入者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 各資金の利用者平均額の変化／既存住宅購入者 

 

１．住宅購入資金の内訳 

（注１）利用率は、既存住宅購入者全体（2014 年 N=747、2013 年 N=709）に対する割合。

（注２）2014 年、2013 年ともに利用者平均額は 2.5％トリム平均をとっている。 

（注３）2014 年の「現金、預貯金等」には他に分類されない自己資金を含む。 

（注１）利用率は、新築住宅購入者全体（2014 年 N=377、2013 年 N=329）に対する割合。

（注２）2014 年、2013 年ともに利用者平均額は 2.5％トリム平均をとっている。 

（注３）2014 年の「現金、預貯金等」には他に分類されない自己資金を含む。 
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自己資金                       借入資金等 

     41.9％                                             58.1％ 

＜新築住宅購入者＞                  ＜既存住宅購入者＞ 

 

 購入資金の内訳をみると、調達資金総額に占める自己資金の割合は 41.9%であった。特に「現金・

預貯金等（株式等の売却収入や相続した金融資産等も含む）」が 30.8％を占めている。（図 3） 
 調達資金総額に占める借入資金等についてみると「フラット３５・財形住宅融資」、「銀行等の民間

ローン」は前年度と同程度となっている。（図 3） 
 住宅購入資金総額の平均金額は、新築住宅購入者で 4602 万円（前年度 4818 万円）、既存住宅購入

者で 3716 万円（前年度 3551 万円）となっている。 
   

図3 購入資金の内訳※1 ＜回答者全体＞     

 
 
 

30.8

24.5

24.1

7.1

6.2

5.5

4.0

4.4

5.5

7.3

7.6

12.0

49.3

49.3

51.0

0.5

0.5

0.5

1.0

0.9

0.6

0.0

6.6

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2014年度

2013年度

2012年度

現金、預貯金等 前住居の売却金 親族からの贈与 フラット３５・

財形住宅融資

銀行等の

民間ローン

企業の

社内融資

親、兄弟姉妹など

親族からの借入

その他

 
 
 
 
 
 
 資金面からみた住宅購入理由をみると、資金面に何らかの理由がある場合は、新築住宅購入者・既

存住宅購入者ともに「金利が低かった（低いと感じた）」が第 1 位、「ローンの返済期間などから

自分にとって今が買い時と思った」が第 2 位となっており、低金利が住宅購入の強い誘因となっ

ている。また、既存住宅購入者の場合は「資金面の理由は特にない」が前年度から 9.6 ポイント増

加して 33.6％となっている。（図 4） 
 

図4 資金面の住宅購入理由 

43.2 

30.2 

23.3 

24.7 

16.2 

8.5 

7.2 

6.4 

5.3 

4.0 

3.7 

1.1 

6.6 

1.3 

44.1 

36.5 

23.4 

25.8 

0.0 

0.0 

8.8 

8.8 

4.0 

5.2 

2.1 

0.0 

2.1 

0.3 

0 20 40 60 80

金利が低かった（低いと感じた）

ローンの返済期間などから自分にとって今が

買い時と思った

資金面の理由は特にない

税の優遇措置（住宅ローン減税等）が有利で

買い時と思った

住宅ローン減税制度が有利で買い時と思った

住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度

が有利で買い時と思った

住宅の価格が安く、買いやすかった

フラット３５またはフラット３５Sを利用することが

できた

まとまったお金が手に入った

家計収入の見通しが上向きになったから

従前住宅が思ったよりも高く売却できそうだっ

たから

相続税の課税強化が行われるから

その他

無回答

（％）

2014年度

(N=377)

2013年度

(N=329)

28.5 

25.3 

33.6 

16.1 

12.9 

2.7 

17.4 

5.2 

5.1 

4.0 

3.3 

1.1 

4.8 

1.2 

36.1 

28.4 

24.0 

18.6 

0.0 

0.0 

21.3 

3.8 

5.5 

3.1 

2.5 

0.0 

3.5 

1.7 

0 20 40 60 80

金利が低かった（低いと感じた）

ローンの返済期間などから自分に

とって今が買い時と思った

資金面の理由は特にない

税の優遇措置（住宅ローン減税等）

が有利で買い時と思った

住宅ローン減税制度が有利で買い

時と思った

住宅取得等資金に係る贈与税の非

課税制度が有利で買い時と思った

住宅の価格が安く、買いやすかった

フラット３５またはフラット３５Sを利用

することができた

まとまったお金が手に入った

家計収入の見通しが上向きになった

から

従前住宅が思ったよりも高く売却で

きそうだったから

相続税の課税強化が行われるから

その他

無回答

（％）

2014年度

(N=747)

2013年度

(N=709)

 
 

※ 回答者全体の資金調達総額に対する各資金の割合であり、個々の購入者の資金内訳ではない。 

自己資金 借入資金等 

（注）2014 年度から「税の優遇措置（住宅ローン減税等）が有利で買い時と思った」の選択肢を、「住宅ローン減税制度が有利で買い時と思った」と「住

宅取得等資金に係る贈与の非課税制度が有利で買い時と思った」に分けており、上図では、それら２つの選択肢の何れかを回答した者を 2014 年

度の「税の優遇措置（住宅ローン減税等）が有利で買い時と思った」との回答者数として集計している。 

（注）

（注）2014 年度の「現金、預貯金等」には、「前住居の売却金」、「親族からの贈与」以外の自己資金（現金、預貯金、株式・債券等資産の売却収入等の他

にも、相続した金融資産などの 2013 年度以前は「その他」として回答されていた自己資金）を含む。 

※複数回答                                ※複数回答 
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0.0 

1.3 

3.7 

7.4 

0.0 

2.5 

19.8 

11.5 

7.4 

14.9 

12.8 

16.0 

1.2 

0.6 

0.0 

2.1 

3.2 

4.9 

26.0 

39.7 

25.9 

10.7 

7.7 

7.4 

4.1 

6.4 

6.2 

13.6 

16.7 

25.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年度

(n=242)

2013年度

(n=156)

2012年度

(n=81)

固定金利期間選択型1年

固定金利期間選択型2年

固定金利期間選択型3年

固定金利期間選択型5年

固定金利期間選択型7年

全期間固定金利型10年以下

固定金利期間選択型10年

固定金利期間選択型10年超

全期間固定金利型10年超20年以下

全期間固定金利型20年超

＜全期間固定金利型＞      ＜固定金利期間選択型＞       ＜変動金利型＞ 

6.8

6.1

4.8

27.4

17.1

8.1

59.1

73.9

83.9

2.7

1.2

1.9

4.1

1.8

1.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2014年度(N=709)

2013年度(N=674)

2012年度(N=627)

全期間固定金利型

固定金利期間選択型

変動金利型

その他

無回答

2.8

63.4

0.5

0.9

37.5

38.5

7.0

4.2

4.4

0.7

0.8

65.3

1.0

0.4

41.6

38.6

7.4

5.4

5.2

1.2

0.0

71.1

0.0

0.2

55.3

31.6

9.7

4.9

5.1

2.1

0.0  20.0  40.0  60.0  80.0 

景気に左右されず支払い計画を

立てられるから

現在の金利が低いから

金利が上昇した時に月々の支払額

が上昇するのがいやだから

今後、金利が上昇すると思ったから

今後も金利はそれほど上昇しないと

思ったから

金利が上昇しても全体の支払額は

固定金利より有利だと思ったから

現在の金利に満足しているから

金利が下がったら月々の支払額が

少なくなるから

その他

無回答

2014年度

(N=429)

2013年度

(N=498)

2012年度

(N=526)

（％）

※複数回答

19.6

56.5

10.0

10.5

18.2

21.1

9.1

1.0

5.7

0.0

23.5

40.9

17.4

29.6

13.0

18.3

7.8

3.5

3.5

3.5

15.7

49.0

11.8

5.9

25.5

25.5

5.9

3.9

9.8

3.9

0.0  20.0  40.0  60.0  80.0 

景気に左右されず支払い計画を

立てられるから

現在の金利が低いから

金利が上昇した時に月々の支払額

が上昇するのがいやだから

今後、金利が上昇すると思ったから

今後も金利はそれほど上昇しないと

思ったから

金利が上昇しても全体の支払額は

固定金利より有利だと思ったから

現在の金利に満足しているから

金利が下がったら月々の支払額が

少なくなるから

その他

無回答

2014年度

(N=209)

2013年度

(N=115)

2012年度

(N=51)

（％）（％）

※複数回答

40.4

51.1

34.0

29.8

4.3

2.1

8.5

0.0

4.3

0.0

51.2

39.0

39.0

36.6

0.0

2.4

2.4

0.0

7.3

0.0

40.0

50.0

30.0

23.3

16.7

10.0

20.0

0.0

3.3

10.0

0.0  20.0  40.0  60.0  80.0 

景気に左右されず支払い計画を

立てられるから

現在の金利が低いから

金利が上昇した時に月々の支払額

が上昇するのがいやだから

今後、金利が上昇すると思ったから

今後も金利はそれほど上昇しないと

思ったから

金利が上昇しても全体の支払額は

固定金利より有利だと思ったから

現在の金利に満足しているから

金利が下がったら月々の支払額が

少なくなるから

その他

無回答

2014年度

(N=47)

2013年度
(N=41)

2012年度

(N=30)

（％）

※複数回答

■ 利用した民間ローンの金利タイプは、「変動金利型」が 59.1％（対前年度比 14.8 ポイント減）

一方、固定金利期間選択型が前年度から 10.3 ポイント増加して 27.4％
  

 利用した民間ローンの金利タイプについては、「変動金利型」の占める割合が 59.1％（対前年度

比 14.8 ポイント減）となっている一方、「固定金利期間選択型」は前年度から 10.3 ポイント増加

して 27.4％となった。（図 5） 
 

図5 利用した民間ローンの金利タイプ 

 

 

 

 
 
 

 固定金利についてみると、「固定金利期間選択型 10 年」の割合が引き続き も大きいが、今年度

は固定金利期間選択型の 2～3 年が前年度から大幅に増えて 27.2％（対前年度比 15.7 ポイント増）

となった。また、「全期間固定金利型」では「20 年超」が前年度から 3.1 ポイント減少して 13.6％
となった。（図 6） 

 

図6 利用した「固定金利」の固定期間 

 

 

 

 

 

 

 

 金利の選択理由をみると、金利タイプにかかわらず「現在の金利が低いから」との回答が半数以

上となっている。固定金利期間選択型では「今後、金利が上昇すると思ったから」が前年度から

大幅に減少して 10.5％となった。（図 7） 
 

図7 「固定金利」または「変動金利」を選択した理由 
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7.6

15.5

14.0

22.3

12.7

9.2

70.2

71.8

76.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2012年度(N=238)

2013年度(N=181)

2014年度(N=207) フラット３５を利用した

フラット３５Ｓを利用した

利用しなかった

15.2

16.7

22.2

15.2

12.8

12.3

69.7

70.5

65.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2012年度(N=178)

2013年度(N=156)

2014年度(N=171) フラット３５を利用した

フラット３５Ｓを利用した

利用しなかった

64.6

33.3

8.3

29.2

2.1

6.3

10.4

10.4

2.1

60.8

33.3

11.8

17.7

3.9

5.9

7.8

3.9

2.0

84.5

32.4

12.7

11.3

2.8

2.8

4.2

2.8

0.0

0 20 40 60 80 100

長期の固定の利率で借りられる

借入れ先として安心

他のローンよりも金利が低かった

不動産会社にすすめられた

親族、知人などにすすめられた

税金や火災保険などの節約になると

思った

金利以外の条件がよかった

その他

無回答

2014年度

(N=48)

2013年度

(N=51)

2012年度

(N=71)

（％）

※複数回答

67.8

45.8

16.9

25.4

8.5

1.7

5.1

10.2

1.7

63.0

30.4

13.0

30.4

0.0

0.0

8.7

4.4

2.2

61.1

22.2

24.1

24.1

1.9

3.7

0.0

9.3

1.9

0 20 40 60 80 100

長期の固定の利率で借りられる

借入れ先として安心

他のローンよりも金利が低かった

不動産会社にすすめられた

親族、知人などにすすめられた

税金や火災保険などの節約になると

思った

金利以外の条件がよかった

その他

無回答

2014年度

(N=59)

2013年度

(N=46)

2012年度

(N=54)

（％）

※複数回答

■ 既存住宅購入者のフラット３５またはフラット３５Ｓの利用率は 34.5％ 
利用した理由では長期固定金利が引き続き支持されている

  

 フラット３５が適用可能な住宅を購入した世帯の中で、実際に融資を利用した世帯の割合は、

新築住宅購入者で 23.2％（対前年度比 5.0 ポイント減）、既存住宅購入者で 34.5％（対前年度比

5.0 ポイント増）となっている。そのうち、「フラット３５Ｓを利用した」世帯の割合は、新築

住宅購入者では減少したものの、既存住宅購入者では 5.5 ポイント増加して 22.2％となってい

る。（図 8,図 9） 
  

図8 フラット３５またはフラット３５Ｓ利用の有無＜新築住宅購入者＞ 

 

 

 

 

  

図9 フラット３５またはフラット３５Ｓ利用の有無＜既存住宅購入者＞ 

 

 

 

 

 

（注 1）図 8,9 の利用率は、フラット３５が適用できる住宅に占める、フラット３５を利用した世帯の割合。適用可能な住宅を集

計対象としているため、住宅金融支援機構が公表するフラット３５及びフラット３５Ｓの申請件数に占める、「フラット３

５Ｓ」の割合（8～9割）とは異なる（申請件数は技術基準を満たさない場合を含む）。 

（注 2）2012 年度からは「フラット３５」に加えて「フラット３５Ｓ」の利用状況について回答を得ている。 
 
  

 フラット３５またはフラット３５Ｓを利用した理由としては、新築・既存ともに「長期の固定の

利率で借りられる」が も多く、新築住宅購入者が 64.6％、既存住宅購入者が 67.8％となって

いる。また、既存住宅購入者では、「借入れ先として安心」との回答が年々増加して今年度は 45.8％
（対前年度比 15.4 ポイント増）となった。（図 10） 

  

図10 フラット３５またはフラット３５Ｓを利用した理由の変化 

＜新築住宅購入者＞                 ＜既存住宅購入者＞ 
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※ 受贈率は、各年齢層の世帯総数に対する親からの贈与利用者の割合。また、「全体」には世帯主の年齢が無回答の場合を含む。 

6.3

6.5

7.1

4.6

25.0

25.8

23.8

12.3

43.8

21.0

35.7

30.8

12.5

24.2

14.3

20.0

12.5

12.9

11.9

16.9

4.8

0.0

13.8

3.2

4.8

1.5

0.0

2.4

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

贈与者60歳未満(N=16)

贈与者60歳～64歳(N=62)

贈与者65歳～69歳(N=42)

贈与者70歳以上(N=57)

400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000～1,200万円未満

1,200～1,400万円未満

1,400～1,600万円未満

1,600万円以上

無回答

12.5

11.3

11.9

9.2

56.3

41.9

31.0

24.6

31.3

29.0

38.1

30.8

14.5

9.5

27.7

3.2

4.8

4.6

1.0

3.1

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

贈与者60歳未満(N=16)

贈与者60歳～64歳(N=62)

贈与者65歳～69歳(N=42)

贈与者70歳以上(N=57)

11.9 

5.4 

8.2 

31.0 

32.4 

31.8 

25.0 

18.9 

21.5 

13.1 

18.9 

16.4 

15.5 

18.0 

16.9 

3.6 

6.3 

5.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新築住宅購入者

(N=84)

既存住宅購入者

（N=111)

全体(N=195)

親の年齢60歳未満

親の年齢60～64歳

親の年齢65～69歳

親の年齢70～74歳

親の年齢75歳以上

無回答

68.4

48.1

38.9

39.4

71.4

25.0 

43.6

15.8

18.5

14.8

9.1

14.3

25.0 

16.4

5.3

16.7

20.4

18.2

0.0

25.0 

17.4

5.3

13.0

18.5

33.3

14.3

10.7 

16.9

5.3

3.7

7.4

0.0

0.0

10.7 

5.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

3.6 

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29才以下（N=19)

30～34才（N=54)

35～39才（N=54)

40～44才（N=33)

45～49才（N=7)

50才以上(N=28)

全体(N=195)

500万円以下

500万円超～700万円以下

700万円超～1000万円以下

1000万円超～2000万円以下

2000万円超～3000万円以下

3000万円超

 

■ 贈与した親の年齢が 60 歳未満の割合は受贈者の 8.2％ 

世帯主の年齢が若いほど「親からの贈与」を受けた世帯の割合が高い
 

 住宅購入資金を贈与した親の年齢が 60 歳未満の世帯割合は、新築住宅購入者で 11.9％、既存住

宅購入者で 5.4％を占めている（前年度は新築住宅購入者が 7.3％、既存住宅購入者が 12.3％）。

（図 11） 
 

図11 新築・既存別贈与した親の年齢 
 

 

 

 

 

 
 

 「親からの贈与」を受けた世帯の割合は住宅購入者の 17.3％であった。世帯主の年齢別にみる

と、「29 才以下」で 43.2％、「30～34 才」で 26.9％、「35～39 才」で 24.4％となっており、世

帯主の年齢が若いほど「親からの贈与」を受けた世帯の割合が高い。なお、「親からの贈与」の

受贈額 1,000 万円超の割合は、「40~44 才」で 33.3％、「35~39 才」で 25.9％、「30～34 才」で

16.7％、「29 才以下」で 10.6％となっている。（図 12） 
 

図12 世帯主の年齢別親からの受贈率及び「親からの贈与」の受贈額 

   
 
 

 

 

 

 

 

   
   
   
  

 「親からの贈与」を受けた者の世帯収入をみると、贈与者年齢が低いほど世帯主の収入 600 万

円未満の割合が高くなっており、贈与者年齢が低いほど受贈者の収入が比較的低い世帯が多く

生前贈与により住宅取得が容易となっていることがうかがえる。（図 13） 
 受贈者の世帯収入と世帯主収入を比べると、贈与者年齢 60 歳未満では、世帯主の年収 800 万円

以上の世帯は見られないが世帯年収 800 万円以上は 25.0％となっており、共働き世帯が多いこ

とがうかがわれる。（図 13） 
 

図13  贈与した親の年齢別受贈者の収入 

  

 
 

 

＜受贈率※＞ 

43.2％ 

26.9％ 

24.4％. 

17.0％ 

6.3％ 

8.1％ 

17.3％ 

受贈額 1000 万円超 

親の年齢 60 歳未満 

＜世帯収入＞ 

＜世帯主の収入＞ 

２．住宅購入資金における贈与の利用状況 
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60.8

53.6

65.0

66.1

31.6

32.7

25.0

32.5

30.4

57.9

6.5

21.4

2.5

3.6

10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=199)

50才以上(N=28)

40～49才(N=40)

30～39才(N=112)

29才以下(N=19) 利用した、または利用す

る予定である

利用しなかった、または利

用する予定はない

無回答

10.8

4.4

8.5

17.5

13.6

5.8

2.0

4.2

8.1

25.0

1.2

1.7

0.3

0.9

4.5

82.3

91.9

86.9

73.5

56.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1124)

50才以上(N=344)

40～49才(N=306)

30～39才(N=422)

29才以下(N=44) 利用した、または利用す

る予定である

利用しなかった、または

利用する予定はない

（利用の有無について

の）無回答

親族からの贈与を受けて

いない

71.9 

34.4 

16.7 

13.5 

14.6 

3.1 

0.0 

69.9 

38.8 

20.4 

8.7 

3.9 

2.9 

1.9 

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0 

借入金額を少なくできた

住宅を購入することができた

住宅の購入時期を早めた

当初の予定よりも広さや仕様がよりよい住宅を購入できた

当初の予定よりも立地のよい住宅を購入することができた

その他

無回答

2014年度(N=96)

2013年度(N=103)

（％）

 

■ 住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度の利用者は住宅購入者の 10.8％ 
  

 住宅購入者に占める「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用者の割合は 10.8％
となっている。（図 14） 

 世帯主の年齢別にみると、「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用率は「30 才

～39 才」が も高く 17.5％、次に「29 才以下」が 13.6％となっており、比較的若い世代ほ

ど生前贈与により住宅取得が容易となっている様子がうかがえる。（図 14） 
 
 

図14 世帯主の年齢別「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 親もしくは祖父母からの贈与を受けた受贈者についてみると、「住宅取得等資金に係る贈与

税の非課税制度」を利用した受贈者の割合は 60.8％となっている。（図 15） 
 

図15 受贈者の年齢別「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 住宅購入に与えた具体的な影響については、「借入金額を少なくできた」（71.9％）が第 1 位、

次いで「住宅を購入することができた」（34.4%）となっている。また、「当初の予定よりも

立地のよい住宅を購入できた」が前年度から 10.7 ポイント増加して 14.6％となった。（図 16）
 

図16 「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」の利用が住宅購入に与えた影響 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
 

（注）「親からの贈与」もしくは「祖父母からの贈与」を受けた者を対象に集計している。

※ 複数回答 

（注）「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税制度」利用者のうち、同制度が住宅購入に影響したと回答した者を対象としている。 
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■ 消費税率の引き上げが今回の住宅購入に与えた影響として、 

「住宅の購入時期を早めた」が新築住宅購入者全体の 57.3％、20 代で最も高く 73.7％
 

 平成 26 年 4 月から実施された消費税率の引き上げが、今回の住宅購入に与えた影響についてみ

ると、「住宅の購入時期を早めた」が前年度から 11.1 ポイント増えて新築住宅購入者全体の

57.3％を占めている。特に「29 才以下」の新築住宅購入者では「住宅の購入時期を早めた」が

占める割合は 73.7％（対前年度比 9.4 ポイント増）と も多くなっており、若い世代ほど多く

の世帯が影響を受けている。（図 17） 
 
 

図17 平成 26 年 4月からの消費税率の引き上げが今回の住宅購入に与えた影響（新築住宅購入者） 

73.7

64.3

66.3

49.0

52.9

50.0

51.2

42.5

34.0

18.8

57.3

46.2

5.3

0.0

0.6

1.3

2.0

1.1

0.0

0.0

0.0

0.0

1.1

0.9

21.1

35.7

31.9

48.3

45.1

47.8

48.8

55.0

55.3

81.3

39.8

51.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.5

4.3

0.0

0.5

0.3

0.0

0.0

1.2

1.3

0.0

1.1

0.0

0.0

6.4

0.0

1.3

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2014年度（N=19)

2013年度（N=14)

2014年度（N=166)

2013年度（N=151)

2014年度（N=102)

2013年度（N=90)

2014年度（N=43)

2013年度（N=40)

2014年度（N=47)

2013年度（N=32)

2014年度（N=377)

2013年度（N=329)

29
才

以
下

30
～
39

才
4
0～

4
9才

5
0～

5
9才

6
0才

以
上

全
体

住宅の購入時期を早めた 希望する住宅の条件よりも価格の低さを重視した 特に影響はなかった その他 無回答

 
  

 消費税率の引き上げについては「そもそも住宅に消費税がかかるのはおかしい」もしくは「住

宅購入は特別で、現行のまま据え置くべきである」が購入者全体の 43.2％を占めており、世代

別にみると各世代とも 4 割程度を占めている。（図 18） 
  

図18 世帯主の世代別にみた消費税に対する考え  

36.4 

28.7 

34.0 

33.3 

38.0 

32.6 

6.8 

11.1 

9.2 

14.5 

8.4 

10.6 

38.6 

29.9 

21.9 

24.2 

19.0 

25.4 

18.2 

26.3 

27.8 

18.2 

21.8 

24.4 

0.0 

2.4 

2.3 

3.6 

0.0 

2.7 

0.0 

1.7 

2.3 

6.1 

9.5 

4.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29才以下(N=44)

30～39才(N=422)

40～49才(N=306)

50～59才(N=165)

60才以上(N=179)

全体(N=1124)

そもそも住宅に、消費税がかかる

のはおかしい

住宅購入は特別で、現行の５％

のまま据え置くべきである

他の財と同じで、住宅を購入する

場合についても引き上げてよい

わからない

その他

無回答

 

３．消費税に対する意識 
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 「住宅に消費税がかかるのはおかしい」「現行のまま据え置くべきである」と考える理由は「住

宅は生活の大切な基盤であるから」（62.1％）が第 1 位、次いで「長期にわたって住み続ける住

宅に、消費税がかかるのはおかしい」（42.5％）、「諸外国のように、日本でも家を持つときの消

費税に対する政策的な配慮（軽減措置等）は必要だと思うから」（37.3％）が上位 3 位を占めて

いる。（図 19） 
 世帯主の年齢別にみると、世代にかかわらず「住宅は生活の大切な基盤であるから」が過半数

となっており、50 代以上では「長期にわたって住み続ける住宅に、消費税がかかるのはおかし

い」と回答も半数程度みられる。また、世帯主の年齢が若い世代ほど「住宅ローンの負担が更

に大きくなるから」が多くなっている。特に「29 才以下」では「住宅ローンの負担が更に大き

くなるから」が第 2 位（47.4％）となっており、切実な様子が見られ、消費税の増税が若い世

代の住宅購入に影響を与える可能性が示唆される。（図 19） 
 
 

図19 「住宅に消費税がかかるのはおかしい」「現行のまま据え置くべきである」と考える理由 

63.2 

31.6 

26.3 

47.4 

10.5 

0.0 

0.0 

5.3 

56.5 

39.3 

38.7 

35.7 

16.7 

17.9 

4.2 

0.0 

62.9 

38.6 

35.6 

30.3 

13.6 

9.8 

8.3 

0.0 

62.0 

51.9 

45.6 

21.5 

13.9 

13.9 

5.1 

2.5 

72.3 

48.2 

32.5 

10.8 

14.5 

8.4 

6.0 

2.4 

62.1 

42.5 

37.3 

28.0 

14.8 

12.8 

5.6 

1.0 

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0 

住宅は生活の大切な基盤であるから

長期にわたって住み続ける住宅に、消費税がかかるのはおかしい

諸外国のように、日本でも家を持つときの消費税に対する政策的な

配慮（軽減措置等）は必要だと思うから

住宅ローンの負担が更に大きくなるから

現行の５％の負担が限界だ

今後、住宅の取得ができなくなるから

その他

無回答

（％）

29才以下(n=19)

30～39才(n=168)

40～49才(n=132)

50～59才(n=79)

60才以上(n=83)

全体(n=485)

  ※ 複数回答 
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8.1

15.7

13.3

10.6

12.8

9.7

9.5

26.0

19.6

17.8

15.6

12.8

24.1

23.8

26.0

32.0

41.5

40.4

41.0

42.8

43.4

8.1

4.6

3.7

2.8

5.1

4.1

1.6

18.5

16.3

15.6

17.7

12.2

9.7

10.6

2.9

1.3

1.5

0.7

1.9

0.0

2.1

6.9

3.3

1.5

2.1

1.3

2.8

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2008年度

(n=173)

2009年度

(n=153)

2010年度

(n=135)

2011年度

(n=141)

2012年度

(n=156)

2013年度

(n=145)

2014年度

(n=189)

3千万円以上損

2千万円～

3千万円未満損

1千万円～

2千万円未満損

1千万円未満損

損得なし（0円）

2千万円未満益

2千万円以上益

3千万円以上益63.6

74.5

77.7

76.6

79.5

83.4

85.2

8.1

4.6

3.7

2.8

5.1

4.1

1.6

28.3

20.9

18.6

20.6

15.4

12.4

13.2

0% 50% 100%

2008年度

(n=173)

2009年度

(n=153)

2010年度

(n=135)

2011年度

(n=141)

2012年度

(n=156)

2013年度

(n=145)

2014年度

(n=189)

売却損

発生

損得なし 売却益

発生

0.0 

0.0

2.9 

0.0

0.0 

0.0

21.6 

31.3

10.3 

8.3

8.5 

6.9

0.0 

0.0

5.7 

0.0

9.1 

15.4

24.3 

25.0

5.9 

10.0

9.5 

9.7

33.3 

18.8

5.7 

14.8

27.3 

50.0

18.9 

6.3

30.9 

23.3

23.8 

24.1

53.3 

56.3

71.4 

66.7

48.5 

30.8

27.0 

25.0

33.8 

38.3

43.4 

42.8

6.7 

12.5

2.9 

7.4

0.0 

0.0

0.0 

0.0

1.5 

3.3

1.6 

4.1

6.7 

12.5

11.4 

11.1

12.1 

3.9

5.4 

12.5

11.8 

6.7

10.1 

8.3

0.0 

0.0

0.0 

0.0

0.0 

0.0

0.0 

0.0

1.5 

3.3

0.5 

1.4

0.0 

0.0

0.0 

0.0

3.0 

0.0

2.7 

0.0

2.9 

0.0

2.1 

0.0

0.0 
0.0

0.0 

0.0

0.0 

0.0

0.0 

0.0

1.5 

6.7

0.5 

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2014年度(N=15)[平均‐677.3万円]

2013年度(N=16)[平均‐441.3万円]

2014年度(N=35)[平均‐585.1万円]

2013年度(N=27)[平均‐452.2万円]

2014年度(N=33)[平均‐762.6万円]

2013年度(N=26)[平均‐1146.9万円]

2014年度(N=37)[平均‐1721.9万円]

2013年度(N=16)[平均‐2296.0万円]

2014年度(N=68)[平均‐920.0万円]

2013年度(N=60)[平均‐787.3万円]

2014年度(N=189)[平均‐973.7万円]

2013年度(N=145)[平均‐917.4万円]

5年
以

内

5年
超

～

10
年

以
内

10
年

超
～

15
年

以
内

15
年

超
～

20
年

以
内

20
年

超
全

体

3千万円

以上損

2千万～

3千万円未満

損

1千万～

2千万円未満

損

1千万円

未満損

損益無し

（0円）

1千万円

未満益

1千万～

2千万円未満

益

2千万～

3千万円未満

益

3千万円

以上益

 

■ 売却損発生世帯は 85.2％、1,000 万円以上の高額売却損発生世帯は 41.8％ 
 

 自己所有住宅から住み替えた世帯の 68.5％が従前住宅を売却している。このうち売却損が発生

している世帯は 85.2％（対前年度比 1.8 ポイント増）、さらに 1 千万円以上の損が発生している

世帯は 41.8％（対前年度比 1.1 ポイント増）となっており、いずれも 2011 年度から年々増加し

続けている。なお、「3 千万円以上損」の高額な売却損が発生した世帯は 8.5％（対前年度比 1.6
ポイント増）となっている。（図 20） 

 

図20 調査年次別売却損益の発生状況 

 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
  
 

 築年数別に売却損の発生状況をみると、「15 年超～20 年以内」では、売却損発生率が も高く

91.8％（対前年度比 4.2 ポイント増）となっており、また「3 千万円以上損」の高額な売却損が

発生している世帯の割合も も多く 21.6％を占めている。なお、築 5 年以内では「１千万円未

満損」が前年度に引き続き半数程度を占めている。（図 21） 
 

図21 売却住宅の売却時築年数別、売却損益の発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．買い換えによる売却損益の発生状況 

売却損発生 
1,000 万以上損 

（注 1）[ ]内の額は平均売却損益額であり、2.5％トリム平均としている（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。 
（注 2）2014 年度は、築 5 年以内が 2008 年以降竣工、築 5 年超～10 年以内が 2003～2007 年竣工、以下 5 年毎。2013 年度は、築 5 年以内が 2007 年以

降竣工、築 5 年超～10 年以内が 2002～2006 年竣工、以下 5 年毎。 

売却損発生 
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3.2 

0.0 

0.0 

0.0 

9.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

11.5 

18.2 

0.0 

0.0 

0.0 

5.3 

19.2 

18.2 

0.0 

3.2 

9.1 

5.3 

30.8 

27.3 

4.8 

25.8 

6.1 

36.8 

23.1 

9.1 

66.7 

67.7 

84.8 

52.6 

15.4 

18.2 

28.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2008年以降

（N=31）

2003～2007年

（N=33）

1998～2002年

（N=38）

1993～1997年

（N=26）

1988～1992年

（N=11）

1987年以前

（N=21）

5千万円以上損

4千万円～5千万円未満損

3千万円～4千万円未満損

2千万円～3千万円未満損

1千万円～2千万円未満損

1千万円未満損

大 小売却損失額

0.0 

6.7 

9.1 

3.2 

20.0 

9.1 

13.3 

9.1 

12.9 

46.7 

27.3 

10.5 

19.4 

51.6 

6.7 

27.3 

50.0 

89.5 

80.6 

32.3 

6.7 

18.2 

50.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2007年以降

（N=19）

2002～2006年

（N=31）

1997～2001年

（N=31）

1992～1996年

（N=15）

1987～1991年

（N=11）

1986年以前

（N=12）

5千万円以上損

4千万円～5千万円未満損

3千万円～4千万円未満損

2千万円～3千万円未満損

1千万円～2千万円未満損

1千万円未満損

大 小売却損失額

 

■ 売却損発生世帯の平均損失額は前年度から微増し 1262.6 万円 
 

 売却損発生世帯は従前住宅を平均 3858.3 万円（前年度 3836.5 万円）で購入し、平均 2595.7 万

円（前年度 2585.7 万円）で売却しており、その差額は前年度から微増し 1262.6 万円（前年度

1250.7 万円）であった。（図 22） 
 取得年別に売却損の発生状況をみると、「1988～1992 年」では「2 千万以上損」が 72.8％、そ

のうち「3 千万以上損」が 45.5％を占めている。「1993～1997 年」においても、「3 千万以上損」

の割合は 30.7％となっており、前年度に引き続き 1980 年代後半から 1990 年代半ばまでに取得

した住宅で比較的高額な売却損が発生している。（図 22） 
 

図22 売却住宅の取得年（入居年）別売却損失額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

（参考）2013 年度の売却住宅の取得年（入居年）別売却損失額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

５．売却損発生世帯の状況 

（注）平均売却損益額は、2.5％トリム平均としている（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。

＜平均売却損失額＞ 

 

  -836.5 万円 

 

-635.5 万円 

 

-1165.7 万円 

 

-2310.8 万円 

 

-3043.6 万円 

 

-1113.8 万円 

（注）平均売却損益額は、2.5％トリム平均としている（上位 2.5％、下位 2.5％を排除して計算）。

＜平均売却損失額＞ 

 

  -478.4 万円 

 

-614.5 万円 

 

-1281.3 万円 

 

-3054.0 万円 

 

-2466.4 万円 

 

-939.6 万円 
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83.6

80.2

87.5

76.4

78.4

78.4

78.8

79.0

81.8

15.1

17.3

11.7

18.1

18.1

20.2

17.1

17.8

17.1

1.3

2.4

0.9

5.5

3.5

1.3

4.1

3.2

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2014年度(N=377)

2013年度(N=329)

2012年度(N=352)

2014年度(N=747)

2013年度(N=709)

2012年度(N=603)

2014年度(N=1124)

2013年度(N=1038)

2012年度(N=955)

利用した

利用していない

無回答

82.5

72.5

12.5

15.0

0.0

0.0

90.6

54.3

8.3

20.4

0.0

0.0

94.2

42.2

4.7

20.9

0.0

0.0

96.2

26.9

6.2

13.1

0.0

0.0

96.7

9.8

4.3

6.5

0.0

0.0

92.8

42.8

6.7

17.8

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

パソコン

スマートフォン

携帯電話

タブレット

その他

無回答

２９才以下(N=40）

３０～３９才(N=363）

４０～４９才(N=258）

５０～５９才(N=130）

６０才以上(N=92）

全 体(N=886）

（％）

※複数回答

92.8

6.7

42.8

17.8

0.0

0.0

96.7

7.6

27.7

9.8

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100

パソコン

携帯電話

スマートフォン

タブレット

その他

無回答

2014年度

(N=886)

2013年度

(N=820)

（％）

※複数回答

 

■ インターネットの端末として、スマートフォンやタブレットの利用率が増加 
 

 インターネットの利用率は 78.8％（対前年度 0.2 ポイント減）となっているが、年齢別にみる

と、20 代では 90.9％（対前年度比 14.0 ポイント増）に上る。また、50 代前半までは利用率が

80％以上、「60 才以上」でも利用者が 51.4％を占めており、インターネットによる情報収集が

幅広い年代で一般的なものとなっていることがうかがえる。（図 23,図 24） 
 

図23 インターネットによる不動産情報収集の経験の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図24 世帯主の年齢別インターネット利用率の変化 

全　体  ２９才以下  ３０～３４才 ３５～３９才 ４０～４４才 ４５～４９才 ５０～５４才 ５５～５９才 ６０才以上

2014年度

(N=1124) 78 .8% 90 .9% 85 .1% 86 .9% 86 .6% 80 .4% 80 .9% 76 .3% 51 .4%
2013年度

(N=1038) 79 .0% 76 .9% 84 .3% 87 .3% 80 .7% 83 .6% 74 .4% 66 .7% 61 .3%
2012年度

(N=959) 81 .8% 81 .8% 90 .8% 89 .3% 88 .5% 86 .6% 80 .3% 68 .0% 47 .9%  
（注）世帯主の年齢別サンプル総数に占めるインターネット利用世帯の割合。 

 
 利用したインターネット端末をみると、前年度に引き続き「パソコン」の利用率が 92.8％と

も高い。前年度と比べるとスマートフォンやタブレットの利用率が高まってきており、スマー

トフォンが 42.8％（対前年度比 15.1 ポイント増）、タブレットが 17.8％（対前年度比 8.0 ポイ

ント増）となっている。（図 25） 
 世代別にみると、若い世代ほどスマートフォンの利用率が高くなっている。（図 26） 

 

図25 利用したインターネット端末 

（前年度との比較） 

 

図26 世帯主の年齢別利用したインターネット端末 

 

 
 

６．インターネットの利用状況 

新築住宅 
購入者 

全体 

既存住宅 
購入者 
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■ 「既存住宅のみ」、「主に既存住宅」を探した既存住宅購入者の割合が年々増加 
 

 住宅購入にあたって探した住宅についてみると、「既存住宅のみ」もしくは「主に既存住宅」を

探した既存住宅購入者の割合は年々増加し、今年度は 46.6％を占めている。また、新築住宅購

入者のうち既存住宅も探した購入者※の割合は 49.9％（対前年度比 2.0 ポイント減）となってい

る。（図 27） 

※「主に新築住宅」、「新築・既存にはこだわらなかった」、「主に既存住宅」の何れかを回答した新築住宅購入者を指す。
 

図27 住宅購入にあたって探した住宅 

20.4 

21.4 

24.0 

19.6 

20.5 

22.6 

49.8 

50.1 

46.2 

6.3 

3.7 

5.2 

4.0 

4.4 

2.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2012年度(N=603)

2013年度(N=709)

2014年度(N=747)
既存住宅のみ

主に既存住宅

新築・既存にはこだわらなかった

主に新築住宅

無回答

53.1 

48.0 

49.6 

28.1 

32.5 

32.4 

17.3 

18.8 

16.7 

0.0 

0.6 

0.8 

1.4 

0.0 

0.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2012年度(N=352)

2013年度(N=329)

2014年度(N=377)
新築住宅のみ

主に新築住宅

新築・既存にはこだわらなかった

主に既存住宅

無回答

 
 
   

 購入した住宅の延床面積別に住宅購入にあたって探した住宅をみると、既存住宅購入者では延

床面積が比較的小さい場合や「120 ㎡以上」の場合に「既存住宅のみ」もしくは「主に既存住

宅」を探した購入者の割合が大きくなっている。新築住宅購入者では、延床面積が比較的広い住

宅を購入した場合に、新築・既存にこだわらず幅広い選択肢の中から住宅を選んでいる様子が

うかがえる。（図 28） 
 

図28 購入した住宅の延床面積別住宅購入にあたって探した住宅 

65.0 

48.6 

47.2 

48.4 

28.6 

49.6 

20.0 

33.3 

32.7 

37.1 

14.3 

32.4 

15.0 

17.5 

19.2 

11.3 

42.9 

16.7 

0.0 

0.0 

0.5 

3.2 

0.0 

0.8 

0.0 

0.6 

0.5 

0.0 

14.3 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60㎡未満(N=20)

60㎡～80㎡未満(N=177)

80㎡～100㎡未満(N=214)

100㎡～120㎡未満(N=62)

120㎡以上(N=7)

全体(N=377)

新築住宅のみ

主に新築住宅

新築・既存にはこだわら

なかった

主に既存住宅

無回答

35.8 

29.6 

23.3 

14.8 

19.6 

24.0 

18.5 

23.2 

23.1 

16.7 

30.4 

22.6 

40.7 

43.4 

45.9 

61.1 

48.2 

46.2 

2.5 

3.4 

6.4 

7.4 

0.0 

5.2 

2.5 

0.4 

1.3 

0.0 

1.8 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60㎡未満(N=81)

60㎡～80㎡未満(N=267)

80㎡～100㎡未満(N=390)

100㎡～120㎡未満(N=54)

120㎡以上(N=56)

全体(N=747)

既存住宅のみ

主に既存住宅

新築・既存にはこだわ

らなかった

主に新築住宅

無回答

 
 
 

＜新築住宅購入者＞ 

＜既存住宅購入者＞ 

＜新築住宅購入者＞ 

＜既存住宅購入者＞ 

７．既存住宅購入に対する意識 
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57.0 

33.4 

34.2 

25.7 

19.9 

20.4 

10.6 

4.5 

5.0 

1.3 

60.2

39.5

34.0

26.1

20.4

16.4

12.8

3.3

4.9

1.8

58.8

34.1

31.8

26.7

20.7

19.0

19.3

3.4

5.4

1.1

59.4

32.4

37.1

22.3

12.6

17.3

15.7

3.1

6.9

1.3

0 20 40 60 80 100

新築の方が気持ちが良いから

長く住むつもりだから

好みに合う既存物件がなかったから

既存住宅では耐久性や品質に不安

があるから（耐震性は除く）

新築住宅に比べて耐震性に不安が

あるから

安くてもリフォーム費用などがかか

るから

新築住宅のほうが税制面で有利だ

から

既存は住宅融資を利用しにくいから

その他

無回答

（％）

2014年度

（N=377)

2013年度

（N=329)

2012年度

（N=352)

2011年度

（N=318)

60.9 

52.1 

42.4 

27.7 

18.6 

17.1 

4.8 

5.8 

2.0 

3.7 

7.4 

68.8

52.6

47.3

33.6

18.6

15.2

4.7

4.0

1.8

3.2

4.1

73.5

50.6

52.2

38.6

18.6

15.1

4.5

6.0

1.3

3.3

5.1

69.7

53.4

47.9

40.7

16.8

15.8

4.5

3.9

1.4

4.2

4.8

0 20 40 60 80 100

希望エリアの物件だったから

手頃な価格だったから

良質な物件だったから

新築にはこだわらなかったから

早く入居できるから

リフォームするつもりだったから

いずれまた住み替えをするから

多くの既存物件から選ぶことができ

たから

いずれ建替えようと思っているから

その他

無回答

2014年度

（N=747)

2013年度

（N=709)

2012年度

（N=603)

2011年度

（N=641)

（％）

 

■ 既存住宅購入者の購入対象は希望エリアで手頃な価格の良質な物件 
 

 既存住宅購入者の購入理由は、「希望エリアの物件だったから」（60.9％）、「手頃な価格だった

から」（52.1％）、「良質な物件だったから」（42.4%）が上位 3 位を占めており、立地や価格の手

頃さに次いで、住宅の質が購入の決め手となっていることがうかがえる。また、「新築にはこだ

わらなかったから」との回答が年々減少してきている。（図 29） 
 

図29 既存住宅を購入した理由 

＜既存住宅購入者＞ 

図30 既存住宅を購入しなかった理由 

＜新築住宅購入者＞ 

  

 
 
 
 
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
   
 

※ 複数回答 ※ 複数回答 
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12.3

5.4

0.0

6.6

41.5

24.8

19.7

29.6

27.4

45.7

47.0

39.5

17.0

24.0

31.8

23.3

1.9

0.0

1.5

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建物保証及び住宅設備保

証を利用した場合(N=106)

建物保証のみ利用した場合

(N=129)

住宅設備保証のみ利用した

場合(N=66)

住宅保証利用者全体

(N=301)

大きく影響した

影響した

多少影響した

影響しなかった

無回答

6.3

0.0

3.3

28.1

25.0

26.7

40.6

39.3

40.0

25.0

32.1

28.3

0.0

3.6

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存戸建て(N=32)

既存マンション(N=28)

既存住宅(N=60)

大きく影響した

影響した

多少影響した

影響しなかった

無回答

 
 

■ 不動産会社等による住宅保証の利用率は 40.3％、うち建物保証の利用が 31.5％ 

「既存住宅売買かし保険」を利用した既存住宅購入者の割合は 8.0％
  

 既存住宅購入者における不動産会社等による住宅保証の利用状況をみると、住宅保証の利用率

は 40.3％となっており、うち建物保証の利用が 31.5％を占めている。建て方別に「建物保証」、

「住宅設備保証」の利用状況をみると、既存戸建てでは建物保証を利用した購入者が 41.8％を

占めており、既存マンションでは「建物保証のみ利用」と「住宅設備保証のみ利用」の割合が

同程度となっている。（図 31） 
 不動産会社等による住宅保証が今回の住宅購入に多少なりとも影響したとの回答は、住宅保証

利用者の 75.7％を占めており、特に建物保証及び住宅設備保証を利用した場合は、81.2％を占

めている。（図 32） 
 既存住宅購入者における「既存住宅売買かし保険（国が指定する住宅瑕疵担保責任保険法人が提供する保険）」

の利用率は 8.0％であったが、利用者について「既存住宅売買かし保険」が今回の住宅購入に与

えた影響度をみると、多少なりとも影響したとの回答は 70.0％を占めている。（図 33,図 34） 
 

※不動産会社等による建物保証及び「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査、ならびにそれ以外におこな

った民間の建物検査（ホーム・インスペクション）。 
 
 

図31 不動産会社等による住宅保証の利用状況＜既存住宅購入者＞ 

14.5

14.3

14.2

27.3

12.4

17.3

2.3

12.7

8.8

47.3

51.7

50.1

8.6

8.9

9.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て(N=256)

既存マンション(N=474)

既存住宅(N=747)

建物保証と住宅設備保証を利用

建物保証のみ利用

住宅設備保証のみ利用

利用しなかった

無回答

 
図32 不動産会社等による住宅保証の住宅購入への影響＜既存住宅購入者＞ 

 
 
 

 

 

 

 

 
 

図33 「既存住宅売買かし保険」の利用状況＜既存住宅購入者＞ 

12.5

5.9

8.0

74.6

82.7

79.4

12.9

11.4

12.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て(N=256)

既存マンション(N=474)

既存住宅(N=747)

利用した

利用していない

無回答

 

図34 「既存住宅売買かし保険」の住宅購入への影響＜既存住宅購入者＞ 

 

８．既存住宅購入にあたっての建物検査の実施状況等 

多少なりとも影響した 

多少なりとも影響した 
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■ 民間の建物検査（ホーム・インスペクション）※1の実施率は 11.7％ 

既存住宅の購入にあたっての建物検査※2の実施率は 46.2％

※1 不動産会社等による住宅保証や「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査を除く。なお、不動産会社が提

供する無償のインスペクションサービス（主に買主側の購入申込前に実施）がおこなわれた場合を含む。 

※2 不動産会社等による建物保証及び「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査、ならびにそれ以外におこな

った民間の建物検査（ホーム・インスペクション）。 
  

 不動産会社等による住宅保証もしくは「既存住宅売買かし保険」を利用する際に実施された検

査以外におこなわれた民間の建物検査（ホーム・インスペクション）※1の実施率は、「既に売主

がおこなっていた」が 7.9％、「売主に依頼しておこなってもらった」が 3.8％、合計 11.7％と

なっている。（図 35） 
 既存住宅の購入にあたって何らかの建物検査※2 をおこなった購入者は、既存住宅購入者の

46.2％を占めており、特に既存戸建て購入者では 53.5 ％となっている。（図 36） 
 
 

図35 民間の建物検査（ホーム・インスペクション）※1の実施状況＜既存住宅購入者＞ 

※1 不動産会社等による住宅保証や「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査を除く。なお、不動産会社が提供する無

償のインスペクションサービス（主に買主側の購入申込前に実施）がおこなわれた場合を含む。 

9.8

7.0

7.9

3.1

1.9

2.3

3.5

0.4

1.5

67.6

71.9

69.9

16.0

18.8

18.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既存戸建て
(N=256)

既存マンション
(N=474)

既存住宅
(N=747)

既に売主がおこなっていた

売主に依頼しておこなってもらった

（費用は売主が負担した）

売主に依頼しておこなってもらった

（費用は自ら負担した）

おこなわなかった

無回答

 

 

図36 住宅購入にあたっての建物検査※2の実施状況＜既存住宅購入者＞ 

※2 不動産会社等による建物保証及び「既存住宅売買かし保険」の利用にあたって実施された検査、ならびそれ以外におこなった民間の

建物検査（ホーム・インスペクション）。 

53.5

43.5

46.2

30.5

39.7

36.5

16.0

16.9

17.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存戸建て(N=256)

既存マンション(N=474)

既存住宅(N=747)

いずれかの検査をおこなった

どの検査もおこなっていない

無回答
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84.8 

65.9 

45.5 

51.7 

39.0 

21.0 

18.3 

0.3 

17.6 

17.2 

4.1 

0.3 

3.4 

7.9 

3.8 

0.7 

0.7 

3.4 

0.0 

88.3 

63.3 

43.3 

49.0 

39.3 

21.0 

21.7 

2.7 

21.3 

26.0 

2.3 

0.0 

2.7 

10.0 

3.7 

0.3 

0.3 

4.0 

1.3 

0 20 40 60 80 100

内装（壁、床など）

水まわり設備

水まわり設備（トイレ）

水まわり設備（キッチン）

水まわり設備（浴室等）

建具（窓、扉など）

冷暖房設備（床暖房含む）

外装（屋根、外壁など）

間取りの変更

収納スペースの改善・増加

段差をとる、手すりをつける

白アリ駆除・予防工事

断熱・結露防止工事

給排水管の修理や交換

防音・遮音工事

基礎・構造補強工事

不明

その他

無回答

2014年度

（N=290）

2013年度

（N=300）

（％）

※複数回答

81.5 

70.2 

49.7 

48.3 

47.7 

21.2 

32.5 

24.5 

19.9 

18.5 

8.6 

11.3 

6.6 

12.6 

2.6 

4.0 

0.7 

9.3 

0.7 

79.3 

68.2 

43.0 

43.7 

43.7 

23.0 

24.4 

25.9 

20.0 

16.3 

11.1 

20.7 

8.9 

13.3 

5.9 

5.2 

0.7 

8.9 

1.5 

0 20 40 60 80 100

内装（壁、床など）

水まわり設備

水まわり設備（トイレ）

水まわり設備（キッチン）

水まわり設備（浴室等）

建具（窓、扉など）

冷暖房設備（床暖房含む）

外装（屋根、外壁など）

間取りの変更

収納スペースの改善・増加

段差をとる、手すりをつける

白アリ駆除・予防工事

断熱・結露防止工事

給排水管の修理や交換

防音・遮音工事

基礎・構造補強工事

不明

その他

無回答

2014年度

（N=151）

2013年度

（N=135）

（％）

※複数回答

2.7

6.6

52.3

37.9

3.1

10.8

6.5

45.4

37.8

1.1

7.9

6.6

47.3

38.0

2.1

0 10 20 30 40 50 60 70

売主が不動産会社で、「リフォーム済み住宅」であった

売主が個人で、「リフォーム済み住宅」であった

自らリフォームした

しなかった

無回答

既存戸建て(N=256)

既存マンション(N=474)

既存住宅(N=747)

（％）

59.8 38.0 2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

既存住宅全体(N=747)

リフォーム実施有

リフォーム実施無

無回答

 
 

■ リフォーム実施率は 59.8％、購入時にリフォーム済みの既存住宅は 14.5％ 
 

 住宅購入前後のリフォーム実施率※は、59.8％（対前年度比 2.0 ポイント減）であった。「リフ

ォーム済み住宅※」は 14.5％（売主が不動産会社の場合：7.9％、個人売主の場合：6.6％）、「自

らリフォームした」は 47.3％（対前年度比 1.2 ポイント減）となっている。（図 37,図 38） 
※「リフォーム済み住宅」を購入もしくは「自らリフォームした」購入者の割合であり、重複回答を除く。なお、「リフォーム済み住宅」とは、

売主が販売（売り出し）にあたって、リフォームを施したものを指す。 
 
 

図37 住宅の建て方別購入した既存住宅のリフォーム実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

図38 既存住宅購入前後のリフォーム実施率 

 
 
 
 
 
 
（注）「リフォーム実施有」とは、「リフォーム済み住宅」を購入もしくは「自らリフォームした」購入者の割合であり、重複回答を除く。 
 

 リフォーム箇所は、「内装」が戸建て（81.5％）、マンション（84.8％）ともに も多く、次い

で「水まわり設備」が多くなっている。なお、戸建て・マンションともに、水まわり設備のう

ち も多いリフォーム箇所はキッチンであった。（図 39） 
 この他、戸建てでは「冷暖房設備」「外装」「建具」が、マンションでは「建具」「冷暖房設備」

「間取りの変更」のリフォーム実施率が高い。（図 39） 
 

図39 住宅の建て方別リフォームの具体的内容 
         ＜既存戸建て＞                    ＜既存マンション＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 複数回答 

９．住宅購入前後のリフォーム実施状況 

水
ま
わ
り
設
備
内
訳 

水
ま
わ
り
設
備
内
訳 
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50.0

27.8

14.3

7.7

12.7

0.0

33.3

25.0

11.5

7.3

50.0

27.8

28.6

34.6

25.5

0.0

5.6

14.3

23.1

25.5

0.0

0.0

17.9

19.2

18.2

0.0

5.6

0.0

3.8

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年以内

(N=2)

5年超10年以内

(N=18)

10年超15年以内

(N=28)

15年超20年以内

(N=26)

20年超

(N=55)

50万円未満

50～100万円未満

１00～300万円未満

300～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

50.0

11.5

14.1

20.8

7.4

40.0

40.4

18.8

12.5

22.2

10.0

30.8

47.1

58.3

25.9

0.0

11.5

11.8

4.2

25.9

0.0

3.8

8.2

4.2

18.5

0.0

1.9

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年以内

(N=10)

5年超10年以内

(N=52)

10年超15年以内

(N=85)

15年超20年以内

(N=24)

20年超

(N=27)

50万円未満

50～100万円未満

１00～300万円未満

300～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000万円以上

 

■ 既存戸建てでは築年数が古くなるほどリフォーム費用 300 万円以上が増加 

既存マンションでも築 20 年超ではリフォーム費用 300 万円以上が 4 割強
 

 戸建て・マンションともに、築 5 年以内の場合はリフォーム費用 300 万円以上の比較的高額な

リフォームは見られず、50 万円未満が半数を占めている。（図 40,図 41） 
 戸建ての場合、築年数が古くなるにつれ 300 万円以上の比較的高額なリフォームの割合が大き

くなる傾向があり、築 20 年超でリフォーム費用 300 万円以上の割合が 54.6％を占めている。（図

40） 
 マンションの場合、100 万円以上のリフォームの割合は築年数が古くなる程大きくなっており、

築 10 年を超えると 6 割以上を占める。また、300 万円以上の比較的高額なリフォームの割合は、

築 20 年以内では 2 割未満であるが、築 20 年を超えると 44.4％を占める。（図 41） 
 

図40 築年数別リフォーム費用＜戸建て＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  

図41 築年数別リフォーム費用＜マンション＞ 

  
                               
（参考）住宅の構造別リフォーム費用 

17.4

5.6

25.0

0.0

15.8

11.3

18.6

5.6

8.3

0.0

25.4

22.5

26.7

27.8

25.0

50.0

37.7

43.7

18.6

27.8

16.7

25.0

12.3

11.3

12.8

16.7

25.0

25.0

7.9

11.3

5.8

16.7

0.0

0.0

0.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

木造在来工法（軸組工法）(N=86)

木造２×４工法(N=18)

軽量鉄骨造（プレハブ工法など）

(N=12)

鉄骨造（軽量鉄骨造以外）(N=4)

鉄筋コンクリート造（RC)(N=114)

鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC）

(N=71)

50万円未満

50～100万円未満

１00～300万円未満

300～500万円未満

500～1000万円未満

1000万円以上

 

100 万円以上 

100 万円以上 


